
団体名 江田島市

１　一般会計及び特別会計の財政状況（主として普通会計に係るもの） （百万円）

歳入 歳出 形式収支 実質収支 地方債現在高
他会計からの繰

入金

一般会計 19,589 19,327 262 203 23,787 27

住宅新築資金等貸付特別会計 107 94 13 14 424 0

港湾管理特別会計 51 46 5 5 0 0

漁港管理特別会計 5 2 3 4 0 0

普通会計 19,309 19,026 283 225 22,096 27

２　１以外の特別会計の財政状況（公営事業会計に係るもの） （百万円）

総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

不良債務
（実質収支）

地方債現在高
他会計からの繰

入金
国民健康保険特別会計 （歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
事業勘定 3,707 3,639 68 68

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
5,420 5,373 47 47

介護保険特別会計 （歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
保険事業勘定 2,818 2,742 76 76

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
1,360 1,266 94 68

　　(公共下水道事業) (512) (498) (14) (3) (2,114) (267)
　　(特定環境保全公共下水道事業) (848) (768) (80) (65) (1,525) (413)

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
699 682 18 18

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
46 45 1 0

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
8 8 0 0

公共下水道事業(能美地区)会計 192 192 0 － 2,489 412

交通船事業会計 613 713 △ 100 － 366 0

国民宿舎事業会計 294 314 △ 19 △ 0 470 35

水道事業会計 920 894 26 － 2,490 4

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。

　　　　　２．不良債務が～百万円となるときは、「△～」と表記している。

３　関係する一部事務組合等の財政状況 （百万円　，　％）

歳入
（総収益）

歳出
（総費用）

形式収支
（純損益）

実質収支
（不良債務）

地方債現在高
当該団体の　負
担割合

広島県市町職員退職手当組合 7,116 6,094 1,022 1,022 0 4.9

広島県市町公務災害補償組合 110 85 25 25 0 5.1

呉広域行政事務組合(一般会計) 5 3 2 2 0 26.6

呉広域行政事務組合(特別会計) 28 15 13 13 0 －

４　第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況 （百万円）

経常損益（千
円）

資本又は
正味財産（千

円）

当該団体から
の出資金（千

円）

当該団体から
の補助金（千

円）

当該団体から
の貸付金　（千

円）

当該団体からの
債務保証に係る
債務残高

備考

江田島市土地開発公社 5,063 20,083 5,000 0 128,340 0

(有)おきみウエストマリン △ 21,120 △ 29,639 1,600 0 0 0

沖野島マリーナ(株) 332 54,445 18,000 0 0 0

能美バス(株) △ 4,762 △ 13,918 34,000 42,499 0 0

　（注）　損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を記入している。

５　財政指数

　（注）　実質公債費比率は、平成１８年度の起債協議等手続きにおいて用いる平成１５年度から平成１７年度の３カ年平均である。
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財政状況等一覧表（平成17年度）

法適用企業

備考

法適用企業

法適用企業

3,639 680

法適用企業

地域開発事業特別会計 731 0

介護サービス事業会計 0 0


